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1. は じ め に

高 橋 秀 悦

本論文の目的は,重化学工業を中心とする近代的部門と農業を中心とす

る伝統的部門からなる二重構造の理論モデルを構築することによって, 経

済の発展過程を説明することにある。

このような試みをし理論・実証の両面において顕著な成果をあげたもの

としては,資本番積経路の動学分析を行なった稲田 ・関口 ・庄 田 〔 6 〕 お

よび1979年度のノーベル経済学實受賞者である Lewisに基礎をおく南

〔 l 1 〕がある。南〔1 l 〕の分析目的は, 「転換点」理論に基づき, 日本経

済における転換点の存在証明とその時期の確定にあった。 それがために南

〔 l1〕では,動学過程の分新が必要ではなかった。われわれは転換点の実

証よりも,構築される理論の斉合性に強い関心をもっ。われわれは,経済

が転換点を超えていく姿を, 経済の諸変数の内生的な動きを通して描写し

たい欲求にかりたてられる。 また, われわれは, 与件の変化が転換点とど

のようなかかわりを持つのかを説明したい欲求にかりたてられる。

二重構造という言薬は, 日本では有沢広已氏によって使いはじめられ,

1957年度の「経済白番」 によって 一般に周知のものとなったul e 二 重構
造とは,「一つの経済, あるいは産業の中に, 大企業と小企業が併存してお
り ,そして大きい企業と小さい企業の間に ,資本集約度,労働生産性,あ

るいは賃金率にっいて相当の開きがある状況がこれである。 (藤野 〔 3 〕

P.251)」 あるいは  「一般に大企業と小企業との間や, 職種間に大きな:置

' 本論文の作成過程で本学の関根正行先生, 山崎和郎先生より有益なコ メ ン
トをいただいたことに対して感謝いたします。

l l) 嘉治〔 8 〕篠原〔 1 4 )による。
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金格差や生産性の格差のあることが, 二重構造の存在を標示する特徴的な

指標だとされている。(丸尾〔10 〕P . 1 l 3 )」しかし最近では,発展途上国

間題の研究者たちを中心に,「二重構造」 という言葉はより広い意味に用い

られるようになってきた。 例えば, 「非先進国の二重構造は, 農業と工業

という産業構造ではなく, よ l'l重要なのは, 生産と分配の原理がことなっ

た2つの部門の併存の問題である。(南〔11〕 P . 1 0 ) 」 , 「経済構造の=重
性と生産とは分配の原理が異なる二つの部門の併存をさす(貝山 〔 7 〕 )」,,

「異なる生産技術, 分配方式をもっ生産部門が一経済に併存する状態は一
般に=重構造とよばれる。(天野〔2〕 )」, より具体的に表現すれば, 「利
潤を日的関数とし, その極大を求めているのが近代的部門であり, そこで

の行動は, この利潤極大化から導き出されるが, これに対し, 利潤とは違

った目的関数の極大を求め,そのために行動する部門が在来的,伝統的な

部門であるといえょう。  そしてこのような近代的部門と伝統的部門が併存

している状況を二重構造とよんでもよかろう。 ( 藤野 〔 3 〕 P . 257)」

近代的部門の生産と分配の原理にっいては2通り考えることができる。

第1にこの部門の生産物市場と労働市場とがともに完全競争的であるケー

スと第 2に生産物価格と賃金率とが近代的部門の代表的企業によって設定

されるケースとである。他方,伝統的部門については, 第lに賃金率が制

度的慣習的に決定される生存水準であるケース, 第2に労働者 l人当り所

得が労働の平均生産力の価値に等しぃケ ース, そして第3に, 伝統的部門

の労働市場においても完全競争が支配するために貨金率が労働の限界生産

力の価値に等しくなっているケースが考えられる。 伝統的部門における賃

金率決定についての第1の考え方は,古典派の賃金理論であり,低開発国

ジャマイカ出身で黒人のノーぺル賞学者Lew i sによって現代に復活させ

られた。第2の考え方は, 農業にっいて言えば,所与の技術のもとで,家

族労働力を利用して土地を耕作している自作農を念頭においている。

以上のことから, 両部門の生産と分配の原理として6通りの組合せが可

能になる。 近代的部門 (以下M部門という )の第 lケースと伝統的部門
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(以下T部門という )の第1ケースの組合せについての分析は,L eW iS

〔g 〕 と南〔 1 1 〕によって ,M部門の第1ケースとT部門の第2ケー ス

の組合せの分析は, 森嶋 〔 l 2 〕によってなされている。 M部門の第1ケー

スとT部門の第3ケー スの組合せ, すなわち, 両部門に限界原理が作用す

る ケ ー スは,Uzawa〔16〕〔17〕やI n a d a〔4〕〔5〕の新古典派二部門成

長モデルに包含される。 また, M部門の第2ケースとT部門の第3ケース

の組合せについての分析は,天野〔 l 〕 〔 2 〕によってなされているo

われわれには, M部門の第2ケースとT部門の第1ケースないし第2ケ

ー スとの組合せはレリバンシーがないように思われる。本論文でわれわれ

が関心をもっのは, M部門では限界原理が作用しているにもかかわらず,

T部門ではその賃金率が生存水準によって決められている経済からT部門

でも限界原理が作用しはじめる経済への移行過程である。すなわち, 経済

が転換点を超えていく過程である。

2. モデルの定式化

われわれの経済は,伝統的部門(T部門)としての農業部門と近代的部

門 (M部門) としての重化学工業部門とからなる二重構造経済である。

T部門の生産物Y, は, 労 働 L, と自然 (土地 ) Nの投入によって産出
さ れ る ,

( 1 )  Y,=G(L,, N ; a)

ただし, ,ilG > 0 ,  無_> 0
11iL, o

1l:1G ,l1l'G ,1;-G 0-0Lf <o' 一∂Nf < 0 '  3Lf N>
i iG
商 > 0
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である。a はT部門の生産技術の水準を示すパラメータである。 なお , 当

分の間,分析を簡単にするために,利用可能な土地は一定 ( N = -N ) と 仮
定する。

M部門の生産物Ym は, 労働Lm と資本K″,の投入によって産出され

る。 そのとき生産規模に関して収獲不変を仮定する

( 2 )  Ym =F (Lm,Km;β)

ただし, ,llF ,1lF電 >o' X>o'

02F l11:'F a -F
W< 0 '  W< 0 '  石,3K,:> 0
∂F
有 > 0
oβ

である。 13 はM部門の生産技術の水準を示すパラメータである。な ぉ , 生

産関数 ( 2 ) は厳密な凹関数であること ,すなわ t),

0-F .1;::F ,a -F ,1;-F
Lm j;K i 一行 ' i -  、一 > 00 m a m oLm oKm oKm oL",

を仮定する。

T部門の賃金率w, は, この部門の労働の限界生産力の価値能-が制度
慣習的的に決定される生存水準 w に達しない限り生存水準 w に , 労働の

限界生産力の価値が生存水準以上になれば労働の限界生産力の価値に等し

く決定されるl切。つまり , T部門では ,  利潤極大化原理は,労働の限界生

産力の価値が生存水準以上になってはじめて作用する。 労働の限界生産力

と生存水準の一致をもたらす労働量を一L, とすれば, T部門での利潤極大
化原理は雇用労働量が i;, よ り も小さいとき作用する。なお , この T部門
は, 労働の限界生産力が生存水準以下にあるとしても, 無制限的に労働力

を吸収できない。「何となれば, 人口飽和点は, 労働の平均生産物が最低

生存水準と等しぃということにより決定されるからである。 (M y i n t 〔 1 3 〕

(2) 生存水準は歴史的には必ずしも一定である必要はなく, 上昇傾向にある。
本論文の分析では. 当分の間, 一定と仮定する。
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訳p. 30)」 そこで労働の平均生産力と生存水準との一致をもたらす労働量
を=L, とおけば , T,部門で吸収可能な労働人口は=L, となる。以上のこと
力、ら,われわれは次式を得る。

( 3 )  w,= w ( -L,< L,≦i_.,のとき )
=,-jjj:;G(L,,-N ; ,rr) (o< L,≦ 一L,のとき ) e.

なぉ,T部門の生産物の価値と賃金支払いとの差G-w,L,は非賃金所得
すなわt,地代である。 '

M部門では, 企業が利潤極大化行動をとっていることから, M部門の

質金率は, 労働の限界生産力の価値に等しぃ。 T部門の生産物で測つた

M部門の賃金率をw",とすれば,,

( 4 )  1 1llF
W ' =-i-' ili;::-

が成立する。ただし,pはM部門の生産物で測つたT部門の生産物価格

であるo

T部門の生産物Y, は消費財としてのみ用いられ,M部門の生産物Y,
は消費財としても資本財としても用いられる。 両部門の労働者およびT

部門の地主は, 彼らの所得をすべて両部門の生産物の消費にふりむける,

すなわち彼らは貯蓄をしない。彼らのT部門財に対する消費需要X,は,
M部門財 と T部門財 との相対価格 p と彼 らの所得 ( w, L,)十 ( wn Lm)
十(G-w,L,) = G ( L,, N ; ,rr) 十 wm L, に依存する。 M部門の資本家はど
んな財をも消費せず, その所得すなゎt)利潤をすぺて資本蓄積にあてる。

以上のことを式で示せば,,

( 5 )  X,=X ( p ,C ( L,, -N ;lt) 十 w n L n,)
( 6 ) Kn= 一書要::-K ,- /, K",,
である。 ( 6 )において資本の初期値K ,n ( 0 )は所与,  ま た /,は資本の減
価償却率を示している。なお , T部門財の需要関数 ( 5 )において , T部

門財価格の相対的上昇はT部門財に対する需要を減少させること, すな
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わち' 器三X, <0 ,および,T部門財を消費する人々の所得の上昇l 1t,
その需要を増加させるが, その增加幅は所得の增加分よりも小さぃこと,

すなわち , 0 < 可GjOwj, Lコー< 1を仮定する。
労働者は両部門の賃金を比較評量し, 賃金の高い部門へ移動する。 しか

し' 移動にコストがかかったり . 移動に対する社会的, 心理的抵抗があっ
た り , 移動先の部門で労働への適応性を欠いていたりすれば, 部門間の労

働移動は瞬時的には行なわれえない。すなわt),われわれは,新古典派的

な労働移動を前提としない。 われわれは以上のことをっぎの式で表現す
る。

( 7 ) L,n=0(?)L n ;0 ( 1 ) = 0 , p'> 0。
最後に,財市場と労働市場について記述する。財市場の需要と供給の均
衡は

( 8 )  Y,=X‘

Ym= X″‘

で示される。 M部門財に対する需要 Xm は , 消費語要 と しての p ( Y‘十

W m  Lm-X,) と投資需要としての?K n の和,すなわち
X,n= p ( Y‘+w,u L,-x,)+ -lllt1j-Km

であるから,  T部門財市場が均衡すれば

Xa =pw,n Ln 十,i電二Km
と な る o  このときM部門の労働市場でも均衡が成立しているとすれば,

( 4 ) に よ り ,

x 一 ∂F L 'l;F K
m- ili;二 ”'十 11)Ka- 'R

となる。  また, M部門の生産関数がl次同次関数であるという lalj定に  よ
6 -134-
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り ,  オイラーの定理を使えば,,

Y _ aF L _aF_K--iii一 川十 一3iKm m

を得ることができる。 したがって

Y.= Xm
となる。すなゎち,T部門の財市場での需給均衡とM部門の労働の需給

均衡は,たとえ過乗l1労働人口が発生したとして,M部門の財市場の語給

均衡をもたらす。

両部門の雇用労働量は, 定義的に,,,

-L = L,十Lm (-L- =L,< Lm≦i:のとき )
( 9 )  または

U =-L- (L,十Lm ) _ =
_ ( 0 < L ,≦L-L,のとき )
=-L--L,-L",

として示される。 ただし , U はこの経済では吸収しえない過剰な労働人ロ

である。 また, i;はこの経済の労働存在量を示しており, 体系に対して与
件とされる。

3. モデルの安定分析

前節ではモデルの定式化がなされ,われわれの経済の体系は, ( l ) -
( 9 )  の連立方程式体系で記述されることが示された。 この節では, 経済

の動学体系 ( 1 )  - ( 9 )  の安定性について検討する。
まず, ( l ) ( 5 ) お よ び ( 8 ) か ら Y, と X‘ を消去すると
( l 0 )  G(L,,商 ; r r ) =X ( p ,G (L r , -N ; r t )十wn L",)
と な る。 これをpについて解けば,,

( l 1 )  p= p ( w ,., L,, L " , N ,α )
(十 ) (- ) ( 十 ) (-) (-)
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を得る。 ただし, 内生変数および外生変数の下に書いている符号は, それ

ぞれの変数の偏微係数の特号である, すなわち,

(11- a )
(11- b )
(11- c )
(1 l-d )
(11- e )
である。

0P =-一委』 L",>0
OW m  l

ilp _ 1-X_ 0G

-_ ----< 0

lliL, X l ∂L,

∂p _ X_- - - - - W m > 0,iiLn X,

l1lp _ 1-X_ ,ilG 0-01N - -Xl- -a?<
∂p _ 1-X_ ,ilG

- -  一一 一 < 0

∂α X l ∂a

つ ぎ に ( 4 )  と ( 1 l ) と か ら

(12) w ,, p ( wn , L,, LM N , a) = jjl是l;;; F ( La,, K, ; 11;)
を得る。これをw” について解けば,,

(13) wm= w m (L,, L_ K", ;-N ,  a, β)
(十 ) (- ) (十 ) (十) (十) (十 )

を得る。ただし

(13- a )
(13- b )

(13- c )

(13-d )

(13-- e )

(13- f;)
8
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(13- g )  D-: ・ p+w" 一無:>o
であるo

ところで ,  ( 1 l )  と ( 1 3 ) に よ っ て

ilp _ ,ilp ∂K ,
商---oに 高 >o

を得ることから ,  M部門に資本蓄積力、あるとそれは M部門の貨金率を上

昇させ,そのことがT部門財の需要增加をうながしT部門財の価格を上

昇させることがわかる。

さて,  われわれの経済体系は , ( 3 ) ( 6 ) , ( 7 ) ( l 0 ) お よ び ( 1 3 ) に

よって,  つぎの2つの式に整理することができる;

(14) K ,.= K", -j l是::F(L",,Km ; l3) -1t K″,
l ,,二、 j _ A 11'_w”(=L,,L",,Km :商, tr, l3)、l、一1 -m一 、・、
=,0(

w ノーM

(0≦L", ・≦i:-=Lのとき )
_wm ( L-L",,L,., Km 1l1ll ; a , 11l) 、T _

W /一一
(-L-=L,≦Ln≦一L--L,のとき )

=0 (_W '' ( -:jj-L?11:1L ' '  K?;?'a'?) )L?G ( L-L″, , N ;a) m

(-L-i:‘≦L ,≦一Lのと き)
ここで K =0 と な る Ln とK",の組合せおよび L,n=0 と な る Lm と Km

の組合せを検討する。 前者の組合せはKu=0 または

(16) 意F(L”,,Km ;11;) =,l
の曲線で示される。 すなわち,,

( l 7 )  K,n = 一一K(L,M ;β, ,,e)
(十 ) ( 十 ) (- )

である。ただし
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_ _ a-F / 1i-F
K,n = 0  - iK_al- -li K i> 0,,li ", oK n

('7-b ) ? l Ka,= o = 一言ji(3要l,)/-l要1ii;,>°
('7- c ) 等 l l(m=o = ,/ 3器-<o
であるo  このことは , K n,= 0となる曲線は,  Lm を横軸に, Kn を縦軸に

と った とき, 右上りの曲線であり,M部門に技術進歩があれば, その曲

線は上方にシフトする,  またM部門の資本の減価償却率が大きくなれ

ば, その曲線の下方にシフトすることを意味している。

後者の組合せは, L ,= 0 または

wm (i,,,L_ Km ;-N, a,β)= -w (0≦Lm≦一L-=L‘ のとき )
( l 8 )  Wn (-L-Ln,Ln, Ka N,a,β)= -w (-L-i,≦Ln,≦一L--L, のと

き)

Wn (-L-Ln, L″‘,K・ ;-N,a,β) = jlj_,・G (-L-LM,?;,r)
(-L-L,≦N,n≦一Lのとき )

を満たす曲線で示される。 すなわt;,,,

Kn= ̃K(Lm ;?, -w,  L‘ a, 13)

(十 ) (- ) (十) (- ) (- ) (- )
(0≦Lm≦一L-L‘ のとき )

( l9 )  Km= -K(L , ; -N, -w,  -L,α, β)
(十 ) (-) (十) (- ) (- ) (- )

(i;-L,≦Ln≦一L--L,のとき )
Km=-K(Lm ;-N , -L ,  a ,  β)
( 十 ) ( ? ) (- ) ( ? ) (- )

(-L-i‘≦Ln≦一Lのとき)
である。ただし,

10
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(19- f )
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M .  _ ( a2F ap )/ 02F_> 0
dL,a Lm=0 ---ii;二i-W n 1llLm i i:K二3ILm
0≦Lm≦一L-=L‘

M .

dLm Ln=0

-L-=L,≦Lm≦一L--L,
=-(器一wm無+wm老)/ oL:25Km>o

dKn l .『 in:° _
lL-L‘≦Ln≦L
=- /美一w”,∂P +wni +要、/ aL:25K_ >o、,liLn ∂Lm 0L‘ ∂L‘ノ/ m m

一
．i-一
一
L≦

0

i

-

一一

L

L

に
一F

r
〇-l

aKm l .
商 Ln=o

-L--L,≦Lm≦一L
aKm 1.
商 L ,n= 0

0≦Lm≦一L--L,

一一

」
一一L≦

0

m

一一

L
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である。 このとき  (19-a)  ̃ ( l 9-c ) に よ り ,
L ,= 0  <

Lm = ( L-L,)

j, a=o く

L,n= (-L--L,)

L ,=0

L ,= ( L-L,)
十

L ,= 0

Lm = (-L--L,) 十
が成立してぃる。 また, われわれは, M部門の生産関数が厳密に凹であ

ることを仮定していたから,  (17-a) と (19-a ) ( 1 9-b ) ( 1 9-c ) と を
比較すれば ,直ちに , 0 くLm ≦一Lの範囲で,

(20)?1L n = 0 >?l K = 0
を得るこ とができる。

以上のことから, K m-0曲線と L.= 0 曲線は第 0図のよ うに描 く こ と
ができる o しかしながら, Km= 0 かつ L m = 0 と な る L ,. と Kn の 組 合
せ, すなわち長期均衡点E(L111, K111 ) は必ずただ lつだけ存在するけれど

も,長期均街点がどこにあるのかはっきりしない。すなわち,均衡点が,

労働者の雇用がすべてM部門でなされている領域(L l'i=-L ) , T部門にお
いても限界原理が支配している領域 (-L--L,≦L:<-L) ,  T 部門に潜在失
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業者が発生している領域'3' (-L-=L,≦L*<i;-i;,) ,  過剰労働人口が発生 し
ている領域(0くL通≦一L-i;,) , M部門自体が消減してしまいT部門だ
けが=「_, の労働を雇用している領域(L111= 0 )のいずれに存在するかにつ
いては何も言えない。

しかし . 長期均衡点E(L111, K* )がいずれの領域に在存するにせよ,
K,M を一定として i( ,= 0曲線からのL , の右方への乖離を考えれば, 資

本の限界生産力が上昇し, ,器K ,-,lK",>0すなわら, K.> 0 と な り ,,,
・ ,

逆に K",=0曲線からのL a の左方への乖離においては K″, < 0 と な る。ま

た,長期均衡点Eがいずれの領域に存在するにせよ,LM を 一定として
Ln =0曲線力、ら の K",の上方への乖離を考えれば, ( 1 3 ) に よ っ て wn, は

增加し , wM > w r と な るか ら , L ,> 0である。逆に i.M =0曲線の下方では
L ,< 0である。

第 0 図

(3) 現実の雇用量と賃金水準が与えられたとき,それに対応して限界生産力に

よって決まる労働量との差を潛在失業者とよぶ。

- l 4 l- 13



二重構造の経済発展モデル

以上のことにより ,L", と K , の変化の方向を示すぺクトルを第0図に

書きこむこと力、できる。 ぺクトルの合成和が,  われわれの動学方程式体系

( 1 4 ) ( l 5 )の動きを説明する。 かくて ,  2次元での微分方程式体系の大

域的安定条件を示した〇lechの定理を援用するまでもなく, われわれの

動学体系 ( l 4 ) ( 1 5 ) は, 唯一の長期均衡点Eがどの領域にあるとして

も, 大域的に安定になる。

4. モデルの含意

この節では, 経済発展に成功するケー スと失敗するケ ー スにっいて検討

する。 さらに,経済の自律的な運動に委ねたままでは経済発展に失敗して

いる経済において, そこから何とか逃れでて経済発展に成功する道はなぃ

ものなのか, についても検討する。

(イ )  経済発展に成功するケース

経済発展に成功するケー スは, 第1図と第2図に示される。 両図のそれ

ぞれの長期均衡点E;, E2 は,T部門の労働展用量がT部門においても限

界原理が作用する労働量である一L,以下に , 換言すれば,M部門の労働
雇用量がi:-i:, 以上に存在し, 両部門間の實金格差は解消し, 賃金水準
は生存水準以上となっているために, 経済発展に成功したケースと言える

でのある。 したがって経済発展に成功するためには, M部門の労働雇用

量がi:--L,以上であることが要求される。そこで,われわれは, -L--Lt を
経済の 「転換点」とよぶことにする。経済の出発点は歴史的に決まってく

るものであるが,  とくにその歴史的出発点がL--L,の左側に位置するとき
には,経済はその自律的な運動によって,「転換点」 を超えて, 長期均衡

点 E' や E2に収東し ,経済発展を連成することになる。
第 l 図 と第 2図 とのちがいは, 第1図ではT部門自体が消減してしま

い, 労働者はすぺてM部門で雇用されているのに対して, 第2図では,,
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Km

*
Km

第 1 図

第 2 図

経済が長期均衡に収東しても, T部門そのものは存在し, Lt =-L-L差 の
労働を雇用していることによる。

( ロ )  経済発展に失敗するケース

第3図, 第4図,  第5図は経済発展に失敗したケースを示している。 そ

れぞれの長期均衡点は, M部門の雇用労働量について言えば, 「転換点」

のM部門雇用労働量 -L -i;‘に達していなぃ。 かりに経済の出発点にお
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第 3 図

l'l i'

第 4 図

いて , M部門が L--]1-,以上の労働を雇用していたとしても, 経済の自律
的運動は,「転換点」 を逆方向に越えて,M部門の労働屋用量を i;-j:‘以
下にしてしまう。

さて, 長期均衡点では両部門間の貨金格差を解消するが, T部門に限界

原理が作用しないために, 賃金水準は生存水準に 一致して決められてぃ
る。すなわち,M部門では限界原理が作用し, その労働の限界生産力の
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第 5 図

Lm

価値と賃金は等しくなっているのであるが, その賀金はT部門の賃金と

同じく生存水準である。

各図のt)がいはつぎの点にある。 第3図では,過剰労働人口が存在しな

い。 T部門での雇用労働者は i:-L* であるが , このう t)i:- L表一L‘の労
働者が潜在失業者となっている。 というのも ,  -L, は生存水準とT部門の
労i動の限界生産力の一致をもたらす労働量だからである。 第4図では,
この経済では吸収しぇない i;-L111-ii, の過刹人ロをかかえる。またT部
門の雇用労働者は =L, であるが, こ の う ち =し一一L, は潜在失業者となって

い る o と い う の も,=L, はT部門が賽いえる最大の人ロであるからであ

るo第5図は経済の出発点において, たとえM部門が存在していたとし

てもその後の歴史的解iBをみれば M部門が消減してしまうことを示して

いる。均衡点では L義=0となるから,  この経済には 一L-i:,の過剰人ロと
L,--L,の潜在失業者が存在することになる 。
(ハ)経済発展達成への道

最後に経済の自律的運動に委ねたままでは経済発展に失敗する経済にお

いて, そのような状況から脱け出すための処方義を考える。

- l 45-
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上記でみたように,  経済発展が失敗におわるのは済経の長期均衡での

M部門の雇用労働量L* が, 0≦L111くL- 1[;, のときであり ,成功するとき

のそれは, -L-i:r≦L義≦一Lのときである。 したがって, 経済発展に失敗し
ている経済を成功へ と導くためには ,  われわれl;t, 第3図 ,  第4図,  第

5図のそれぞれの長期均簡点でのM部門の願用を, -L--L , ょ り大き く一L
よりは小さい範囲に移行させるような政策を考えればよいことになる。

そのような均衡点の移動は, K″,=0曲線の上方てのシフトか L",=0曲

線の右下方へのシフトによってなされる. ( 1 7 ) によれば , K ,M=0の上方
へのシフトは,M部門の生産技術の水準を高めることと資本の減価値却

率を低 くする こ と , すなわち,資本設備のが用期間を長くすることによっ

てなされる。 そのための具体的な施策としては, 外国の進んだ生産技術の

導入があげられよう。他方, ( 1 9 )によれ l 1l., L ,=0の右下方へのシフト

は,T部門で使用する土地を增加させること,  生存水準をひきさげるこ

と ,労働人ロを増加させること , T部門また l 1t M部門の生産技術の水準

を高めることによってなされる。 しかし生存水準は制度的・慣習的に決ま

るが歴史的には上昇する傾向にあるので, 例えば発展途上国政府によっ

て ,生存水準をひき下げる方向の経済政策がとられたとしても,そのよう

な政策は歴史と逆行するものであり, その効果は非常に弱いとみなければ

(4) ( 1 9)の第1式において,=L t が K”, に与える効果は (-)であるが ,  =L!
は土地(N)の増加関数,生存水準 w の減少関数と考えられる。したがって
-Nの增加は直接的にK・, を減少させる効果ばかりでなく, ii, を增加させる
経路をも経てK,n を減少させる。 w については逆にK,を增加させる。

ま た , ( 1 9 ) の 第 3 式 で , N と a が K nに与える影響は不明である。しか

n tn';K (Lln ) li Lm---L二一L' =で不連続tは容い° したがって一L--L'Sn ≦  全範囲でNと a が L _L‘.≦Lm≦L_ L,と同様の効果をKmに対
して与えないとしても,Lm が 一L- -L,を適当にこえる範囲で, -L - =L,≦Ln
≦L-L, ? ?効果をKm に対してもっ。 それゆえ, -Nやa の増加はLm
が0から L-L, を通当にこえる範囲までは L m = 0曲線を下方にシフトき
せる。

18
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ならない'5'。

かくて,  経済発展に失敗している経済がそこから脱け出すために実施す

べき政策は, 伝統部門と近代部門の両部門において新しぃ生産技術の開発

を促すこと,  外国の進んだ生産技術を導入すること,T部門で利用する土

地を開発し改良すること, および人口増加策をとること ,  これである。

(5) 南〔1l〕は生存水準が上昇する理由として.
a )生存水準は一般的な文明の進歩に依存していること
b)高所得者の生活が, 一般労働者にデモンストレーション効果を与えるこ
と

C )生活程度の高い部市への人口移動が全体としての生存水準を高めること
d)農村の都市化によって生存水準が上昇することをあげている

-147-
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